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第2　事例の検討第４章　未払残業代に関する諸問題②

第２ 事例の検討

◆事例紹介

　当社は従業員15名の小規模な運送会社です。最近、退職したドライ

バーから、過去 3年分の未払残業代として300万円を請求するといっ

た内容の内容証明郵便が届きました。

　当社ではタイムカードを導入しておらず、各ドライバーには毎日業

務日報を提出させ、そこで始業時刻・終業時刻を自己申告してもらう

形で労働時間を管理していました。ドライバーは基本的に会社の事務

所には立ち寄らず、自宅からトラック駐車場へ直行し、業務終了後は

現場から自宅に直帰する形態です。

　今回未払残業代を請求してきた元従業員は、「日報は会社に言われ

るままに所定労働時間の範囲内で記載していただけで、実態とは異な

る。実際には、早朝の荷積み作業や夜間の長距離運転、荷待ちの手待

時間があり、GPS の記録や、妻に『今から帰る』と送った LINE の

履歴を見れば、毎日 4時間以上の残業をしていたことは明らかだ」と

主張しています。

　当社としては、日報に基づいて給与を支払ってきたつもりですが、

GPS や LINE の履歴が証拠としてどのように扱われるのか、また、

タイムカードがない状況で、会社としてどのように反論すればよいか

わからず困っています。このような場合、労働時間の立証はどのよう

に行われるのでしょうか。

◆法的分析及び解説
（ 1）各論点の説明
ア　未払残業代請求事件の全体像
残業代は、おおむね「賃金単価 × 割増率 × 残業時間」という計算式

で求められます。未払残業代請求事件においては、この計算式の各要素が

第１ はじめに

本章では、未払残業代請求事件における争点のうち、「労働時間」に

フォーカスして解説します。

労働時間の管理が不十分になってしまうことがしばしば見受けられる

ケースとして、以下のようなものが挙げられます。

・人事労務や法務にまで手が回っていないスタートアップ企業

・ 運送業や建設業など、会社事務所を離れて実作業、すなわち労働をす

るために、各労働者の働き方の実態を把握することが難しい業態を営

む企業

こうしたケースでは、①使用者側が労働時間の管理方法を具体的に定め

ていない、②管理方法を定めていた場合であっても、適切な方法ではない

といったことがしばしばみられます。

労働者の労働時間の管理が不十分な使用者が労働者から残業代請求を受

けた場合、労働時間に関する反論を行っても法的には認められず、予想外

に高額な残業代を支払わなければならなくなってしまうため、注意が必要

です。

本章では、こうした企業からの相談対応経験などを踏まえ、特に労働時

間の開始及び終了についての実務上の考え方を解説します。

・指揮命令下
・手待時間
・移動時間
・早出残業
・業務上の必要性
・直行直帰

・タコグラフ
・消滅時効
・遅延損害金
・付加金
・ 副業・兼業における労
働時間の通算
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第3　Ｑ＆Ａ（実務上悩むポイント）第４章　未払残業代に関する諸問題②

範囲と和解の水準を検討することが重要です。

なお、仮に元従業員の主張するとおり毎日 4時間以上の残業が恒常的に

行われていたとすれば、未払残業代の問題にとどまらず、長時間労働によ

る健康障害を原因とする労災（第 6章参照）、メンタルヘルス不調（第12
章参照）といった問題に発展するおそれもあります。また、元従業員が合
同労組（ユニオン）に加入して団体交渉を申し入れてくる可能性や、在職

中のドライバーから同様の請求が相次ぐ可能性も踏まえ、これを機に、タ

イムカードやタコグラフ等の客観的な記録による労働時間管理体制を整備

しておくことが望まれます。

第３ Ｑ＆Ａ（実務上悩むポイント）

１　タイムカードについて
▶「タイムカードの打刻時刻は、労働者の出退勤時刻をほぼ正確

に示すことから特段の事情がない限りタイムカードの記録どおり

に労働者が労働を開始、終了したことを事実上推定できる」との

ことでしたが、八重椿本舗事件における、早出残業においては労

働者の側で早出の必要性等を具体的に主張立証しなければならな

いという判示の関係性はどちらが優先されるのでしょうか。

▶この点について明確に判示している判例・裁判例はないと考え

られますが、基本的には、始業時刻については労働者側で早出残

業の必要性を具体的に主張立証しなければならないと考えられま

す。

▶タイムカードが存在するにもかかわらず労働時間の認定に用い

ないのは具体的にどのようなケースがあり得るでしょうか。

▶タイムカードが労働時間の管理のためではなく、遅刻や欠勤を

管理するために設置されていたような場合（北陽電機事件・大阪

地判平成元年 4月20日労判539号44頁〔27809841〕等）には労働
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的に認定していくことになります。

また、本件では、元従業員が早朝の荷積み作業や荷待ちの手待時間を主

張している点も重要です。荷待ちの時間が労働時間に当たるか否かは、前

掲三菱重工業長崎造船所事件の示す「使用者の指揮命令下に置かれていた

か」という基準により判断されますから、荷待ちの間、会社や荷主からの

指示があれば直ちに作業に従事しなければならない状態にあったのか、そ

れとも労働から解放されて自由に休憩することができたのかを、労働日ご

とに個別具体的に確認する必要があります。運送会社である事例の会社に

おいては、トラックにタコグラフが備え付けられていれば、その記録によ

り走行時間と停車時間の内訳をある程度客観的に把握することができます

ので、日報や GPS 記録と併せて、早期にタコグラフの記録を確認・保全

しておくべきでしょう。

さらに、本件のドライバーは、会社の事務所には立ち寄らず、自宅から

トラック駐車場へ直行し、現場から自宅に直帰する形態ですから、自宅か

らトラック駐車場までの移動時間については、通勤時間の性格を有するも

のとして労働時間に当たらないと反論することが考えられます。他方で、

トラック駐車場に到着した後の荷積み等の準備作業や、トラック走行中の

時間は労働時間と評価されやすいため、労働時間の始期・終期をどの時点

と考えるべきかについては、阿由葉工務店事件や八重椿本舗事件の考え方

を踏まえ、駐車場到着後に何をしていたのか、それが会社の指示によるも

のかといった個別具体的な事実に即して反論を組み立てることが必要で

す。

また、未払残業代には支払期日後の遅延損害金が付加され、退職者につ

いては退職日の翌日以降、年14.6パーセントの割合による遅延利息（賃金

の支払の確保等に関する法律 6条）の対象となり得るほか、訴訟に発展し

た場合には、未払額と同一額を限度とする付加金の支払を命じられる可能

性（労基法114条）もあります。会社としては、名目上の請求額300万円だ

けでなく、これらを含めた最終的な金銭的負担の幅を見据えて、争うべき




